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研究成果の概要（和文）：本研究では、情報技術革命下で進んできている国家の変容について、米国の移民法と「人・
物の移動」を切り口にして追究した。従来の移民研究では人に重点がおかれるが、本研究の主眼は、21世紀における国
家の変容の分析にある。そのために、人の移動規制のみならず物や技術移転に対する規制などを総合的にとらえ検討し
た。米国の国家としての変容は、3つのレヴェル（人民[合法・不法移民を含む]、州、連邦政府）で見ることが必要で
あり、とくに人民と州のレヴェルでの変化と連邦政府との相克の分析が、21世紀の展望を得るには重要になる。

研究成果の概要（英文）：This study discusses how the role of the nation-state has changed and will 
change, focusing on U.S. controls on immigration, exports and technology transfer. Among the three levels 
([1]people including legal and illegal immigrants,[2]state and [3]federal governments), the analysis of 
conflicts between the first two levels and the federal government is important to get a perspective on 
the future of the nation-state in the 21st century United States.

研究分野：社会科学
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１．研究開始当初の背景 
本研究は、筆者による基盤研究(C)「人の移

動、科学技術の教育・研究と輸出規制―米国

の安全保障政策との関連から―」（平成 21～

24 年度）の成果をもとにしている。 

 筆者は、もともとは（第二次世界大戦後に

米国が主導した）対共産圏輸出規制政策の進

展とその国際的な広がりを、米国の国家基盤

の形成という観点から研究していた（その成

果は、『アメリカの世界戦略とココム 1945

－1992―転機にたつ日本の貿易政策』（[有信

堂、1992 年]として出版）。この研究では、輸

出や技術移転に対する米国の連邦政府の政

策に焦点をあてたが、移民に関しては『日本

経済新聞』に論考を書いて以降（山内昌之他

編『入門 世界の民族問題』日本経済新聞社

[1991 年]所収）、折に触れて書いてはいたも

のの、筆者自身も輸出規制と移民規制は別分

野として長い間とらえていた。 

 そうした状況に対し、2005 年に「みなし輸

出規制」をめぐる論争が米国で起き、輸出規

制と移民規制が一体化していることに筆者

はあらためて注目するようになった。ちなみ

に「みなし輸出規制」とは、口頭や視察など

による技術移転といった、「輸出とみなされ

うる」場合に適用される規制である。この論

争をきっかけにして、人の移動規制、輸出規

制、技術移転や留学生の規制といったものが

一体となって米国の国家基盤を形成してい

ること、そして、これらについての総合的な

分析が、21 世紀の国家の変容を検討するには

必要と考えるようになった。そうした視点か

らの研究は、上記の「人の移動、科学技術の

教育・研究と輸出規制」でもなされたが、本

研究ではその研究成果をもとにして、米国の

国家基盤の特色と今後に予想される国家の

変容について分析を進め、さらに発展させた。 

 
２．研究の目的 
21 世紀に入り、情報技術革命が一段と急速に

進展しているが、こうしたなかでウェストフ

ァリア条約以来ともいわれる主権国家を基

盤とした国際関係が大きく変化していくこ

とが予想される。本研究は、「再考：米国の

移民法―人・物の移動規制と国家の変容―」

と題しているが、研究の重点は、移民法では

なくて、移民法や移民政策などの分析を基に

して、米国における国家基盤の形成、その特

色と国家の変容に光をあてることにある。 

 米国では、英領植民地時代の遺産として、

建国後も州権が強い。米国の国家基盤を分析

する場合、少なくとも人民、州、連邦政府の

レヴェルで検討する必要があり、また、人民

については、移民（合法、不法移民を含む）

との関連からも見ていかなくてはならない。 

国家としての米国がいかなる形をもってい

るのか―この問題は、「50 州からなる米国」

「連邦政府と州政府からなる米国」といった

一般的イメージで語られやすい。しかし、米

国の国家基盤を形成しているのが何なのか、

より深い追究が必要である。本研究は、人や

物・技術などの移転を巡る規制に焦点をあて

て、従来にはない米国の国家分析をめざした

ものでもある。 

 

３．研究の方法 

研究方法は、第一次資料を用いた実証研究で

ある。米国での公文書館や議会図書館で資料

調査をしたほか、インターネットを通じても

多くの第一次資料を得て研究を行った。 

 

４．研究成果 

これまでの研究の成果として、『人の移動の

アメリカ史―移動規制から読み解く国家基

盤の形成と変容』（彩流社、2013 年）を、研

究期間中に出版することができた（文献リス

トの図書①）。拙著（図書①）では、人や物、

技術の移動に対する規制を切り口にして、英

領植民地時代から今日までの米国の国家基

盤の成り立ちと変化について追究した。移民

研究という枠組みを超えて、人の移動を物や



技術の移動と国家基盤に結びつけて論じ、21

世紀における国家の変容を展望した点で本

書は新しい。そのほかにも以下に見るように、

本研究は多くの新視点を提供した。 

米国の国家基盤に関しては、既述したよう

に、少なくとも(1)人民、(2)州、(3)連邦政

府の３つのレヴェルで見ていく必要がある。

第一の“人民”のレヴェルは、主権国家を形

成する“国民”がどのように変化していくの

か、という問題でもある。 

第一のレヴェルに関しては、建国の父祖た

ちが 18 世紀に築いた米国の政治の仕組みに

は、市民だけでなく不法移民も包摂されてい

ることを筆者は見いだした（図書①240～241

頁）。米国の統治組織は、18 世紀の産物なが

ら、市民以外の居住者を組み込んだ斬新なも

のであり、21世紀の変化にも対応しうる柔軟

性をもっている。 

人口統計は、課税や軍人数を把握するため

に古くからおこなわれていたが、米国の連邦

憲法（1788 年発効）が、人口統計を代議制民

主主義に結びつけたのは画期的なことだっ

た。この憲法では、各州の下院議員数は、10

年ごとのセンサスで確定される各州の人口

に比例して配分される。ここでの「人口」に

は、移民や不法移民も含まれる。また、大統

領選挙の本選挙（11 月）では、有権者登録を

した人々による選挙が実施されるが、各州の

一般投票で一票でも多く獲得した候補が、そ

の州の選挙人をすべて獲得し、選挙人をより

多く獲得した候補が大統領に当選する。この

選挙人とは、各州の上院議員数と下院議員数

を足したものからなる。上院議員数は、各州

2 名であるから、各州の人口に比例した下院

議員数が選挙人の多寡を決めるものとなる。

こうして不法移民は、米国の統治の仕組みに

間接的ながら組み込まれており、米国の国家

基盤を内部から変容させる一つの要因にな

っている。 

国家と国民との関係を変化させるものと

して、筆者は、2000 年のセンサスから採用さ

れている「複合人種」（2つ以上の人種からな

る人々）の統計にも注目した。それまでは、

母方あるいは父方の人種に依拠して、センサ

ス回答者の人種を特定する方法をとってい

たが、2000 年のセンサスからはこうした方法

をとることをやめて、その回答者の源流とな

る人種を複数選択してもらうことにした。複

合人種の増加は、人種やエスニシティを軸に

して展開してきた米国の国家としての性格

を変容させうるものでもある。 

第二の州のレヴェルに関しては、一般に想

定されている以上に、米国では州権が根強く

存続している。 

州権については、英領植民地時代に遡って

検討されねばならない。拙著（図書①）では、

英領植民地時代の特色を、スペイン領アメリ

カとの比較のなかでとらえたが、宗教改革の

渦中にあったスペインは、スペイン領アメリ

カに対してカトリック以外の異端を許さな

い閉鎖的な統制色の強い政策をとった。これ

に対し、約 100 年遅れて植民を本格化させた

イギリスは、キリスト教といってもピューリ

タンやクェーカーからカトリックに至る多

様性を英領植民地に認め、また 13 の英領植

民地の各々の統治の独自性を許容する政策

をとった。各植民地は、同じイギリス国王の

もとにありながらも、総督は別で、各植民地

は独自の議会や課税権をもち、人の移動規制

も各植民地がそれぞれ行っていた。 

こうした英領の各植民地の独自性は、米国

の国家形成を困難にし、一時期は今日の国際

連合にも似た連合（1781～88 年）を形成して

いた。また、連邦憲法のもとで、連邦政府と

州政府が形成されたのちも、旧植民地の独自

性の流れは州権論として引き継がれていっ

た。建国後も米国は連邦政府の優位の確立に

力を注がねばならなかった。 

米国移民法の歴史では、「1875 年の連邦移

民法以前は、米国では移民規制がなく自由で



あった」と記述されることがある。しかし、

実態は、英領植民地時代には各植民地で、ま

た連合の時代には各邦で、そして連邦政府成

立後は州単位で人の移動規制がなされてい

た。その規制は、外から米国に流入してくる

人々に対してだけではなく、州と州の間での

人の移動にも適用された。 

 南北戦争前の米国では、とくに州政府の

権限が強い。「移民の国アメリカ」のイメー

ジとは異なり、移民が流入した北部でも州単

位で人の移動規制がなされていた。また、奴

隷制に基づく南部は、「移民の国アメリカ」

のイメージとは対極的に、移民流入の少ない

特殊地域を形成していたから（文献リストの

雑誌論文②）、「移民の国アメリカ」としてア

メリカ全体を語ることはできない。 

南北戦争で北部が勝利し、州権を盾にして

連邦政府に抵抗していた南部が敗退して以

降は、連邦政府の優位は、より確固なものに

なっていった。連邦政府による移民法が制定

されていくのも、南北戦争後の 1875 年のこ

とである。しかし、この点に関しても、米国

の国名を通じた筆者の研究（文献リストの雑

誌論文①）からすると、「連邦政府の優位の

確立は、20 世紀に入ってから」、あるいは、

「州の独自性の主張は米国史に連綿と流れ

ていて、連邦の優位は一般に思われているほ

ど確固としていない」と論じることもできる

だろう。 

州権論の源流は、既述したように、英領植

民地時代にまで遡れ、その後も米国の底流に

根強く存在している。その根強さを見ると、

今後、進む国家の変容において、州権は新た

な意味をもってくるかもしれない。 

本研究のなかから見えてきたこととして、

第三の連邦政府レヴェルでは、領土の問題も

ある。米国の国家としての存在は、一般に 50

州に集中して、とくにハワイ、アラスカを除

く大陸 48 州を中心にして語られることが多

い。また、米国は、「太平洋の向こう側に存

在する国」として描かれることも多いが、こ

れも実態とかけ離れている。米国は、50州だ

けで形成されているのではなく、太平洋の日

本の領土に近いところにも領土をもってい

る。米国の全体像を描くには、人や物の移動

規制も含めて、50 州以外の領土も視野に入れ

ねばならない。そして、「太平洋の向こう側

の国」という虚像を払拭していくことが必要

である（文献リストの学会発表①） 

拙著（図書①）では、そのほかにも様々な

新しい視点を提供した。例えば、高校の世界

史の教科書では、大航海時代においてスペイ

ンが環大西洋と環太平洋の双方で往復貿易

を始めたことの意義が十分に語られない。し

かし、スペインによる両洋貿易の開拓により、

アジアの人々は初めて東に向かってアメリ

カ大陸経由ヨーロッパに行けるようになっ

た。また、マゼランの航海やスペインの対外

進出により、ヨーロッパ人は、大航海時代に

初めて西に向かって大西洋や太平洋をわた

ってアジアに行くことができるようになっ

た。 

さらに、一般にアメリカの領土拡大は、ジ

ェームズタウン建設（1607 年）以降の一連の

西への拡大として描かれるが、1819 年のフロ

リダ獲得までは第二次百年戦争のなかの出

来事であり、スペイン領アメリカやポルトガ

ル領アメリカを含むアメリカ大陸とヨーロ

ッパとの関係のなかで検討されねばならな

い。また、1845 年以降の領土拡大は、第二次

百年戦争とは無関係で、1819 年までとは性質

を異にしているから、分けて分析されるべき

である。 

移民法と移民政策に関しては、米国の対外

戦略のなかで、物や技術の移動規制と一体と

なった分析も行った。米国の対外戦略と人、

物、技術などの移動規制との関係は、今後さ

らに追究されるべき課題となっている。 

本研究では、国家の変容という観点から、

情報技術革命がもたらす技術開発の変化な



ど、従来の国家を基盤とした政策が限界にき

ていることにも注目した。また、出入国管理

の変化についても検討した。   
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